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規模拡大に必要な
雇用型生産管理

施設園芸は経営費に占める燃料費の割合が高く、
燃油価格の高騰は経営に多大な影響
地域エネルギーを活用し化石燃料依存から脱却

することにより経営を安定化

２．地域エネルギーの活用による
化石燃料依存からの脱却

地域エネルギーを活用

工場等の廃熱
木質バイオマス

地熱

ICTを活用して温度、CO2、
日射量等の複数の環境を制御

環境測定機器

ICTを活用して温室内の
環境を制御

データの
見える化

日射センサー

温度・湿度・CO2

センサー
通信機

生産計画・作業計画
の立案と要員配置

作業効率化に向けた
従業員育成

施設園芸は、野菜等の周年安定供給といった消費者ニーズに応えるため、重要な役割。しかしながら、我が国の施設園芸は、以下の３つの課題を抱える。

① 10a当たりの収量が、長期間に渡り低いままの状況。
② 冬場の加温に用いる燃油の価格が高騰した際には、施設園芸農家の経営に大きな影響を及ぼす。
③ 労働集約的で、家族労働が中心であることから、規模拡大が進んでいない。高齢化等により農家数が減少する中で、施設面積も加速度的に減少。

そのため、我が国の自然条件等に適した形で、上記３課題に対応した次世代施設園芸への転換を図り、もって将来にわたる我が国の施設園芸経営の収

益性向上と野菜等の安定供給に寄与する。

日本の気候に合わせて耐候性を高めた温室で、ＩＣＴ
を活用して複数の環境を組み合わせて制御することに
より、周年・計画生産を実現し、収量を飛躍的に向上

１．高度な環境制御技術の導入による生産性向上

（例）大玉トマトの収量約30～40t/10aを実現
（全国平均約10ｔ/10a）

３．雇用労働力を活用した大規模経営

適切な作業計画の策定・見直し、従業員の適正
配置や作業の標準化等により、雇用労働力を活用
した効率的な生産を実現し、経営規模を拡大

次世代施設園芸拡大支援事業の目的

参考 ： 日本とオランダの自然条件等の違い

日本 オランダ

気 温 夏は高温多湿 夏は冷涼

積 雪 あり ほとんどなし

強 風 台風の襲来あり ハリケーンの襲来なし

主要燃料 輸入に頼る重油 北海油田の天然ガス 1



「次世代施設園芸拡大支援事業」 ロジックモデル

解決すべき
問題・課題

施設園芸は、野菜等の周年安定供給といった消費者ニーズに応えるため、重要な役割。しかしながら、我が国の施設園芸は、
① 10ａ当たりの収量が長期間に渡り低いままの状況
② 冬場の加温用の燃油の価格が高騰した際には、施設園芸農家の経営に大きな影響を及ぼす
③ 労働集約的で、家族労働が中心であることから、規模拡大が進んでいない。高齢化等により農家数が減少する中で、施設面積も加速度的に減少
等の課題。

事業／政策
の目的

オランダを参考に、我が国の自然条件等に適した形で上記３課題に対応した施設園芸への転換を図り、もって将来にわたる我が国の施設園芸経営の収益性向上と
野菜等の安定供給に寄与する。

アクティビティ
（事業概要）

① 高度環境制御技術や地域エネルギーを導入した大規模なモデル拠点を整備（H25補正～H28）（全国10拠点で環境や生育、燃料使用量等のデータを収集）
② モデル拠点での実証で得られた知見やノウハウの整理・分析、情報発信（H28～H33）（拠点立ち上げ時の課題と対応に係るデータを収集）
③ 課題解決のカギとなる、高度環境制御技術や雇用型生産管理技術等の要素技術を各地域において習得するための実証・研修を実施（H29～H33）（環境や生育

等のデータを収集）

インプット
（予算）

・予算額（百万円） ：H29：501、H28：1,040、H27：2,008、H26:2,008（＋25補3,000、26補4,000）

アウトプット
（活動実績）

① モデル拠点を全国10道県に整備
② モデル拠点のノウハウを整理・分析した手引きを作成（27万アクセス）・全国セミナーを開催（280名参加）
③ 要素技術の習得を図るための実証・研修を実施（10拠点のほか３県で実施中）

他の施策との連携 強い農業づくり交付金、産地パワーアップ事業、制度資金等によるハード整備

アウトカム
（成果目標）

【短期】
・モデル拠点における10a当たり収量及び従事者１人当たり収量の向上（目標年度：平成32年度）
・モデル拠点における地域エネルギー活用による化石燃料使用量の３割以上低減（目標年度：平成32年度）
・要素技術の普及に取り組む県の数（28都道府県）（目標年度：平成33年度）

【中期】
・高度環境制御装置の導入面積を２割以上増加（目標年度：平成36年度）

【長期】
・全国の施設野菜の収量の向上（目標：平成37年度までに冬春トマトの10a当たり収量を２割向上）
・化石燃料への依存度低下による経営安定（目標：平成37年度までに全国の施設園芸におけるＡ重油使用量を１割低減）
・全国の施設野菜農家の規模拡大（目標：平成37年度までに施設面積１ha以上の経営体の面積シェア25％）

インパクト
（政策評価目

標との関連）

・ＩＣＴを活用した高度環境制御技術等の普及による施設園芸経営の収益性向上
・市場入荷量の変動の低減による野菜の周年安定供給の確保 ２
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【参考資料１】 施設園芸の重要性

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

茨城・千葉県産

【露地、雨よけ】

【露地、雨よけ】

熊本・愛知・栃木県産

青森・福島県産

【ハウス（加温）】

5月まで出荷

施設栽培は
野菜の安定供給上重要！

燃油使用期間燃油使用期間燃油使用期間

11月下旬～12月上旬
入荷量が12％減少すると価格が33％増加

 施設園芸は、野菜等の周年安定供給といった消費者ニーズに応えるため、重要な役割

【図１：１世帯当たりの食料年間支出額】 【図３：トマトの産地リレー出荷状況】

出典：東京都中央卸売市場年報（H24）を元に作成

【図４：東京都中央卸売市場におけるピーマンの卸売価格及び入荷量の推移】

青果物等の合計は、
食料に占める割合
が最も高い

○ 青果物等は食料の支出金額に占める割合が最も高く、国民消費生活上重要な品目（図１）。また、消費者ニーズに応えるためには、
施設園芸による周年安定供給が必須（図２・３）。

○ 野菜は、供給量の変動が価格に大きく影響（図４）するため、施設園芸による供給の安定化を図ることが国民の食生活を守る意味で
重要。

出典：総務省「家計調査(H28)」

１世帯当たり

食料年間支出
950千円

【図２：東京中央卸売市場のトマトの入荷量】
単位：トン

出典：東京都中央卸売市場年報

施設園芸が発達した現
在は、冬場も野菜を安定
供給することが可能

穀類
8% 魚介類 8%

肉類 9%

乳卵類 5%

青果物等
16%油脂・

調味料
4%

菓子類
9%

調理食品
13%

飲料 6%

酒類 4%

外食
18%
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【参考資料２】 生産性の伸び悩み

 日本の施設園芸においては、１０ａ当たりの収量が長期間に渡り低いままの状況

【トマトの10a当たり収量の推移】

出典 ： オランダ：FAOSTAT、日本：野菜生産出荷統計（冬春トマト）

収量の飛躍的増加

一定の収量水準で推移

オランダ

日本

【飛躍的に収量が増加した1980年代の動き】
・養液栽培の急速な普及
・コンピュータ（MS-Windows）による環境制
御技術が進展（85年）

○ 施設栽培が大宗を占めるトマトについて、オランダの１０ａ当たり収量は、養液栽培の普及や品目の選択と集中により、１９８０年代より増
加。中でも、コンピュータによる環境制御技術が進展した８５年以降は、飛躍的に増加。日本の10a当たり収量は、低い水準で伸び悩み。

2
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【参考資料３】 燃油への依存と経営の不安定性
 冬場の加温用の燃油価格が高騰した際には、施設園芸農家の経営に大きな影響を及ぼす

【表１：農業経営費に占める光熱動力費の割合】

出典 ： 農林水産省「平成27年 個別経営の営農類型別経営統計｣

【表２：燃油価格の高騰が施設園芸農家に及ぼす影響】

冬春ピーマン（１０a当たり）

平成15年産 平成19年産

農業粗収益（千円） 4,067 4,051

農業経営費（千円） 1,886 2,474

うち光熱動力費（千円）
（Ａ重油価格）

699
（46円／Ｌ）

869
（72円／Ｌ）

農業所得（千円） 2,181 1,577

出典：農林水産省「品目別経営統計」（H15）（H19）
※Ａ重油価格は｢農業物価統計調査｣

燃油価格の高騰は、
所得に影響

○ 施設園芸の経営費に占める光熱動力費の割合は、他作目と比較し、極めて高い（表１）。

○ 燃油価格は、地政学上のリスクや国際的な商品市況の影響により高騰や乱高下を繰り返しており（図１）、燃油価格が高騰した場合
には、施設園芸農家の経営に大きな影響を及ぼす（表２）。

施設作
施設ピーマン 29%

施設大玉トマト 14%

露地作 露地ピーマン 4%

果樹作 露地みかん 5%

水田作 稲作 5%

他作目と比較し、農
業経営費に占める割
合が高い。

3

【図１：農業用Ａ重油の価格推移】

出典：農林水産省｢農業物価統計調査｣

１２６円／Ｌ
（Ｈ２０．８）

６３．７円／Ｌ
（Ｈ２１．５）

１０７．７円／Ｌ
（Ｈ２６．７）

６１．５円／Ｌ
（Ｈ２８．３）

重油価格は乱高下を繰り返している！



【参考資料４】 省力化と規模拡大の遅れ

 施設園芸は、労働集約的で、家族労働が中心であることから、規模拡大が進んでいない

自営農業
労働時間

(10a当たり)

当該部門
作付面積うち家族

（ゆい・手間替受け含む）

施設きゅうり作部門 1,332 1,156 24a

施設大玉トマト作部門 1,234 996 27a

施設ピーマン作部門 1,220 976 36a

露地たまねぎ作部門 128 104 132a

露地みかん作部門 216 188 85a

稲作部門 29 27 140a

【表１：施設園芸における10a当たり労働時間】

出典：農林水産省「平成２７年 個別経営の営農類型別経営統計」

【図１：施設農家数と経営規模（日本・オランダ）】

施設園芸は、他作目と比較し、
労働集約的。また、我が国の農
業は家族労働が中心で、雇用の
活用は限定的。

○ 施設園芸は、労働集約的であることから、一人当たりで管理できる面積が限られる。また、我が国の農業は、家族による労働が中心と
なっており、雇用の活用は限定的な状況（表１）。

○ また、日本の施設園芸農家数が減少する一方で、経営規模の拡大は進んでいない状況（図１）。

出典：農林水産省「農林業センサス」、 Centraal Bureau voor de Statistiek

千戸 ha

農家数と経営規模（日本） 農家数と経営規模（オランダ）

施設農家数が減少する一方で、経
営規模は拡大
⇒ 施設面積を維持

4

施設農家数が減少し、経営規模も
一定
⇒ 施設面積も減少

千戸 ha



【参考資料５】 施設面積の減少

 高齢化等により農家数が減少する中で、施設面積も加速度的に減少

出典：農林水産省「農林業センサス」 ※センサスデータの一部は組替集計によるもの。

【図１：施設園芸農家戸数の推移 】

○ 日本の施設園芸農家数は、高齢化等に伴い年々減少している（図１）が、１戸当たりの施設面積は約20ａと変化がなく規模拡大は進んで
いないことから、施設面積の減少傾向も加速化している（図２）。
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11,514 7,483 4,992 5,118 

50,542 
34,003 

21,229 15,052 

62,808 

66,088 

53,071 
36,921 

68,130 
(30%)

58,159 
(28%)

59,602 
(32%)

62,350 
(37%)

32,541 
(14%)

44,357 
(21%)

48,812 
(26%)

48,008 
(29%)

226,130
戸 210,649

戸
188,238

戸
168,073

戸

2000 年
センサス

2005 年
センサス

2010 年
センサス

2015 年
センサス

29 歳以下30 ～ 39 歳40 ～ 49 歳

50 ～ 59 歳60 ～ 69 歳70 歳以上

年々減少

1,054 857 749 759 
2,362 1,781 1,482 1,376 

7,147 
(16%) 6,163 

(14%)
5,283 
(13%)

4,298 
(12%)

8,228 
(18%) 7,690 

(17%) 6,694 
(16%) 5,456 

(16%)

11,578 
(26%) 11,822 

(27%) 10,692 
(26%) 8,564 

(24%)

9,762 
(22%) 10,807 

(24%)
10,479 
(25%)

8,743 
(25%)

4,880 
(11%)

5,413 
(12%)

5,915 
(14%)

5,917 
(17%)

45,083
ha

44,602
ha 41,312

ha

35,185
ha

2000 年
センサス

2005 年
センサス

2010 年
センサス

2015 年
センサス

以上

1a 未満1 ～ 5a5 ～ 10a10 ～ 20a

20 ～ 30a30 ～ 50a50a ～ 1ha1ha

減少が加速化
△７％

△11％

△11％

△２％

【図２：施設園芸面積の推移 】

△７％

△15％



H25補 H28H27 H29 H30 H32H31 H33

拠点の立ち上げ支援、
ノウハウの分析

拠点のノウハウの発信、人材育成
新技術の発掘

高度環境制御技術、雇用型生産管理技術

省力化技術 等

②次世代施設園芸拠点のノウハウの分析
・検証及び情報発信

③次世代施設園芸のポイントとなる
技術の習得

モデル拠点の知見を
再現可能な形で普及

１０拠点の整備

静岡県・富山県・兵庫県・高知県・
大分県・宮崎県

拠点完成

北海道・宮城県・
埼玉県・愛知県

拠点完成

H26

①次世代施設園芸拠点 （モデル拠点）の整備

３つの課題を解決でき
る持続可能な施設園
芸の実践

他の施策との連携
（強い農業づくり交付金、産地パワーアップ事業、制度資金等）

高度環境制御装置等の導入

高度環境制御装置等の
普及

【参考資料６】 次世代施設園芸事業の全体行程表
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品目 ： 高糖度トマト（3.2ha）、高糖度ミニトマト（0.8ha）
目標単収 ： 7.0t/10a（高糖度トマト）

3.0t/10a（高糖度ミニトマト）
地域エネルギー ： 木質バイオマス

４．静岡県（小山町）【2016年1月完成】

品目 ： トマト（3.3ha）
目標単収 ： 30t/10a
地域エネルギー ： 木質バイオマス

３．埼玉県（久喜市）【2017年1月完成】

品目 ： イチゴ（4ha）
目標単収 ： 7.5t/10a
地域エネルギー ： 木質バイオマス

１．北海道（苫小牧市）【2016年10月完成】

品目 ： 高糖度トマト（2.9ha）
トルコギキョウ等花き（1.2ha）

目標単収：17.7t/10a（高糖度トマト）
12万本/10a（トルコギキョウ等花き）

地域エネルギー ： 廃棄物由来燃料

５．富山県（富山市）【2015年6月完成】

品目 ： ピーマン（2.3ha）、きゅうり（1.8ha）
目標単収 ： 15t/10a（ピーマン）

25t/10a（きゅうり）
地域エネルギー ： 木質バイオマス

品目 ： パプリカ（2.4ha）
目標単収 ： 16.3t/10a
地域エネルギー ： 温泉熱

９．大分県（九重町） 【2016年3月完成】

品目 ： トマト（4.3ha）
目標単収 ： 38.4t/10a
地域エネルギー ： 木質バイオマス

品目 ： ミニトマト（3.6ha）
目標単収 ： 21t/10a
地域エネルギー ： 下水処理場放流水熱

６．愛知県（豊橋市）【2017年3月完成】品目 ： トマト（1.8ha）、ミニトマト（1.8ha）
目標単収 ： 35t/10a（トマト）

20t/10a（ミニトマト）
地域エネルギー ： 木質バイオマス

７．兵庫県（加西市）【2015年8月完成】

○ 南北に長い日本の自然条件等に適した次世代施設園芸を確立するため、全国10箇所にモデル拠点を整備。

○ モデル拠点における環境・生育や作業計画等のデータを収集してPDCAサイクルを回し、 10a当たり収量や化石燃料の削減率、従事者１人当たりの生産性を評価し、次世代施設園芸の
要素技術を検証する。

○ 我が国の施設園芸の課題解決と収益性向上に資するエビデンスを蓄積。

品目 ： トマト（1.1ha）、パプリカ（1.3ha）
目標単収 ： 34t/10a（トマト）、

20t/10a（パプリカ）
地域エネルギー ： 木質バイオマス、地中熱

２．宮城県（石巻市）【2016年8月完成】

【参考資料７】 次世代施設園芸のモデル拠点
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モデル拠点において収集するデータ

【日常の取組】

・ ハウス内の環境、作物
の生育、燃料使用量等

・ 作業計画と実績

課題の把握と改善
（PDCAサイクル）

【ベンチマーク】

・ 10a当たりの収量
・ 化石燃料の削減率
・ 従事者１人当たりの収量

経営収支の改善
（PDCAサイクル）

10．宮崎県（国富町）【2015年7月完成】
８．高知県（四万十町） 【2016年3月完成】



【参考資料８】 次世代施設園芸拠点の立ち上げ時の課題と対応
宮城県拠点

拠点立ち上げ時の
課題と対応

作業熟練者が少なく、当初、環境制御に不慣れで生産が不安定だったが、宮城県内に設置された生産者ネット
ワークへ参加し、地域普及センター、地域ＪＡ等から適宜指導を受けるとともに、ネットワーク内でのデータ共有・比
較等を行うことで飛躍的に技術を向上。

宮崎県拠点

拠点立ち上げ時の
課題と対応

・作業人員の適正配置などができておらず、作業遅れなどが発生していたが、作業グループ制を採用し、グループ
毎にリーダーを指定することで、指示系統を明確化。また毎日行うべき作業についても必ずグループ毎に分けるな
どの統一を図ることで作業を効率化。

・ハウス内の温度ムラにより、生育にばらつきなどが発生し、作業効率が低下する等の課題があったが、暖房機
メーカーとの連携等によりダクトや温度センサーの位置等を調整、生育のばらつきを押さえた。

○「大規模施設園芸・植物工場導入・改善の手引き」に取りまとめ
（H29.4～7月のホームページアクセス数：26万7千件）

○「次世代施設園芸セミナー」を開催
（H29.1月．全国から280名が参加）

全国に情報発信
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